
提 言

●安全保障政策の目標は、戦禍から国民を守ること、即ち、戦争回避でなければならない。抑止

力強化一辺倒の政策で本当に戦争を防ぎ、国民を守ることができるのか。

軍事力による抑止は、相手の対抗策を招き、無限の軍拡競争をもたらすとともに、抑止が破た

んすれば、増強した対抗手段によって、より破滅的結果をもたらすことになる。抑止の論理に

のみ拘泥する発想からの転換が求められる。

戦争を確実に防ぐためには、「抑止（deterrence）」とともに、相手が「戦争してでも守るべ

き利益」を脅かさないことによって戦争の動機をなくす「安心供与（reassurance）」が不可

欠である。

●台湾有事にいかに対処するかは、戦争に巻き込まれるか、日米同盟を破綻させるかという究極

の選択を迫る難題である。それゆえ、台湾有事を回避するために、今から、展望を持った外交

を展開しておかなければならない。

例えば、米国に対しては、過度の対立姿勢をいさめるべく、米軍の日本からの直接出撃が事前

協議の対象であることを梃子として、台湾有事には必ずしも「ＹＥＳ」ではないことを伝える

ことができる。台湾に対しては、民間レベルの交流を維持しながら、過度な分離独立の姿勢を

とらないよう説得することができる。中国に対しては、台湾への安易な武力行使に対しては国

際的な反発が中国を窮地に追い込むことを諭し、軍事面では米国を支援せざるを得ない立場に

あることを伝えながら、他方で台湾の一方的な独立の動きは支持しないことを明確に示すこと

で、自制を求めることができる。また、日本は立場を共にする韓国や東南アジア諸国連合（Ａ

ＳＥＡＮ）を含む多くの東アジア諸国と連携して、戦争を避けなければならないという国際世

論を強固にすることもできる。

台湾有事は、避けられない定められた運命ではない。日本有事に発展するかどうかも、日本の

選択にかかっている。回避する道のりがいかに困難であっても、耐えがたい戦争を受け入れる

困難さは外交による問題解決の困難を上回る。政治は、最後まで外交を諦めてはならない。

●「抑止」としても「対処」としても、必要な条件を満たさず、戦争拡大の契機ともなる敵基地

攻撃を、政策として宣言するのは愚策である。

●政治は、戦争を望まなくとも、戦争の被害を予測し、それを国民と共有するべきである。それ

は、防衛のための戦争であっても、戦争を決断する政治の最低限の説明責任であり、それなし

に国民に政治の選択を支持させるのは、国民に対する欺罔行為である。
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